
平成２９年９月教育委員会会議（定例会）会議録
１　日　時　　平成２９年９月２５日（月）午後１時３０分～午後３時２５分
２　場　所　　所沢市こどもと福祉の未来館
３　出席者         内藤隆行教育長

［委　員］大岩幹夫教育長職務代理者、吉本理委員、中川奈緒美委員、
寺本彰委員、清水国明委員
　　　　 ［事務局］美甘寿規教育総務部長、田中和貴学校教育部長、岩間健一学校教育部次長兼学校教育課長、木村立彦文化財保護担当参事兼文化財保護課長、池田隆人保健給食担当参事兼保健給食課長、千葉裕之教育総務課長、深谷康博教育総務課主幹兼教育企画室長、森田幸夫教育施設課長、安田幸雄社会教育課長、海老沢康子スポーツ振興課長、倉富恵理子生涯学習推進センター所長、中村まさみ所沢図書館長、米澤三八子教育センター所長
　　　　　［書記］　青木穂高教育総務課主査、名雪晋祐教育総務課主任
４　前回会議録の承認
５　会議の傍聴者　　なし
６　開　会　　　　　本日の議案は、議案第１９号から議案第２２号までの４件。なお、議案第２２号については、個人情報を扱う審議のため、報告事項３については、人事に関する報告のため、また、その他の事項については、個人に関する情報が含まれるため、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第１４条第７項に基づき、非公開としたい旨の発議があり、出席委員全員が賛成し、非公開で審議されることに決定した。　　　　　　　　

７　議　題
●議案第１９号　所沢市生涯学習推進センター運営協議会委員の委嘱について
資料に則り、倉富生涯学習推進センター所長から以下のとおり説明がなされた。
所沢市生涯学習推進センター運営協議会は、教育委員会の諮問に応じ、センターの運営方針に関すること、センターの事業の企画及び運営に関することについて協議を行っている。協議会委員は、「所沢市生涯学習推進センター運営協議会条例」第３条第２項により、「委員は生涯学習に関し知識経験を有する者のうちから教育委員会が委嘱する。」とあり、また、第４条でその任期は２年となっている。今回の任期は、平成２９年１０月１日から平成３１年９月３０日までである。生涯学習推進センターは、人材育成エリア・ふるさと研究エリア・教育臨床研究エリアの３つのエリアで構成され、それぞれの特色を生かし総合的に学習活動を支援しているため、それぞれのエリアに関係した知識経験を有する方々にお願いをするものである。
以下質疑。
（寺本委員）

委員の中で、大学教員の比率が高い印象を受けますが、その必然性はあるのでしょうか。それぞれ専門分野があると思いますが、それが適正に振り分けられているか確認したいと思いました。
（倉富生涯学習推進センター所長）

　　大学関係者３名のうち、２名は臨床エリアを、１名は人材育成エリアをご担当いただき、それぞれの分野における知識・経験を有する者として委嘱したいと考えています。
（寺本委員）

　　臨床エリアについて、ご説明をお願いします。

（倉富生涯学習推進センター所長）

　　１階に教育臨床エリアがあり、就学相談や教育相談を行っています。２階には、早稲田大学人間科学学術院の１年制の大学院(夜間コース)が入っています。
（吉本委員）
　　今回委嘱する委員の年齢を教えてください。

（倉富生涯学習推進センター所長）
　　３０代が２名、５０代が１名、６０代が２名、７０代が２名となっております。
（清水委員）
　　ここでいう生涯学習とは、どのようなことを学習されているのでしょうか。

（倉富生涯学習推進センター所長）

　　市民大学を始め、様々な講座を運営しており、ふるさと研究エリアでは、所沢の自然や歴史、文化について研究しています。
（清水委員）

　　登山や絵画など、趣味性の強い内容を生涯学習として推進していく拠点ということでしょうか。

（倉富生涯学習推進センター所長）

　　生涯学習は、全庁的に取り組むものとして位置づけられており、生涯学習推進センターは、第４次所沢市生涯学習推進計画において、事業モデルの確立を図る役割を担っています。
（中川委員）

　　委員の中の大学関係者３名の専門分野を教えてください。

（倉富生涯学習推進センター所長）

　　以下のとおりです。

　　①地域保育学科准教授、臨床心理士
　　②人間科学学術院准教授、生涯学習推進センター２階に入っている大学院で教鞭をとっている
　　③元小学校校長、第４次所沢市生涯学習推進計画の策定に関わっていただいた
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

●議案第２０号　所沢市いじめ問題対策委員会委員の委嘱について
資料に則り、岩間学校教育部次長兼学校教育課長から以下のとおり説明がなされた。
平成２９年度の委員の構成は、１２名でのスタートしている。今回の委嘱については、本年６月、本市PTA連合会総会での会長の交代に伴い、新PTA連合会会長に委嘱をするものである。いじめ、不登校、自殺などの児童生徒の問題の多くは、子ども自身の問題だけでなく、家庭が基盤となり子どもたちが通う学校が互いに信頼関係を構築しあう中で解決していく重要課題である。現在、携帯スマホでの行き違いやネットトラブルが、いじめや不登校につながる事例もあり、家庭の協力なしでは解決につながらない現状がある。いじめ問題対策委員会を、より実効性のある協議を行う場としていくためにも、PTAの代表に委員を委嘱するものである。なお、最大で１５名の委員の枠に対し、残り３名の枠については、今後、想定外のいじめの重大事態が発生した場合、事例に応じた専門的な立場からの意見をいただけるように、臨時で必要な分野の専門的委員を委嘱できるようにしているものである。平成２９年度の定例会は、４月２７日に第１回を実施し、１０月に第２回、１月に第３回を予定しております。なお、緊急事態発生の場合は、随時、開催する予定である。
以下質疑。
（清水委員）
　　ネットトラブル専門の委員は、いらっしゃいますか。
（岩間学校教育部次長）
　　教育工学が専門でICT
にも造詣の深い大学名誉教授やこの分野に精通している警察OBがいらっしゃいます。
（中川委員）

　　「緊急事態である」という判断は、どこで行うことになりますか。

（岩間学校教育部次長）

　　いじめ防止対策推進法に定義された内容に基づいて、教育委員会が判断していくことになります。
（大岩教育長職務代理者）

　　重大事態が発生した時のために空けてある３名の枠に対し、候補者リストは作成していますか。
（岩間学校教育部次長）
　　その時生じた事案の内容に応じて専門の委員を委嘱するため、リストは作成していません。
（大岩教育長職務代理者）

　　緊急時の場合、新たに適任の委員を探す時間的猶予があまり無いことが想定されるため、検討していただければと思います。
（吉本委員）
　　いじめ防止の対策として、戸田市において、弁護士が学校を訪問し、いじめに関する法的な問題について講義をするということを行っているようですが、本市において、そのような対応は行われていますか。
（岩間学校教育部次長）

　　主に管理職に向けて、委員のメンバーとなっている弁護士が、法務相談に係る研修会を開いています。そこでの内容を校長・教頭が各校の教員に周知するという形をとっています。
　　また、学校から法律に関わる相談があった場合には、弁護士とコンタクトを取ることができるようにしており、指導を仰げる機会を確保しています。

（吉本委員）

　　戸田市では、弁護士が学校を訪問し、子どもたちに向けて話をするということもやっているようなので、そのような対応が可能なのであれば、検討していただければと思います。
（中川委員）

　　会議は公開されていますか。

（岩間学校教育部次長）

　　原則、公開しています。

（中川委員）

　　緊急時の場合も、公開されるのでしょうか。

（岩間学校教育部次長）

　　原則公開となりますが、個人情報が扱われる場合など、内容によって非公開となる場合もあります。

※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

●議案第２１号　平成３０年度当初所沢市立小・中学校教職員人事異動の方針について
資料に則り、岩間学校教育部次長兼学校教育課長から以下のとおり説明がなされた。
教職員の人事異動については、毎年、埼玉県が「教職員人事異動の方針」及び
「市町村立小・中学校等教職員人事異動方針細部事項」を定め、それに基づき、
県内教育界の活性化や、職務経験を豊かにすることによる人材育成等を期して人事が進められている。また、それに伴い、所沢市においても「所沢市立小・中学校教職員人事異動の方針」及び「所沢市立小・中学校教職員人事異動方針細部事項」を定め、本市教育の充実発展を期して、人事異動を進めている。
　今年度の「埼玉県の人事異動の方針」、「埼玉県の人事異動方針細部事項」、及び「所沢市の人事異動の方針」については、昨年度のものと変更点はない。「所沢市の人事異動方針細部事項」については、年月日等を今年度用に訂正したほかは、変更した点はない。
なお、『１ 退職について』（２）の勧奨退職申し出期日は、県教委の人事異動方針細部事項に基づき、平成２９年１２月８日を「教育長が定める期日」とする。また、県の人事異動方針細部事項の『２　転任・転補について』の（９）を、本年度も、本市小・中学校教職員人事異動方針細部事項の『２　転任・転補について』の（７）として取り入れている。理由としては、本市には従来より通学区域の暫定区域があるため、暫定区域のある学校では在籍児童生徒数が変わる可能性がある。在籍児童生徒数の増減は、学級数の増減につながる場合があり、教職員数に関わることとなるためである。
以下質疑。
（寺本委員）

　　市の人事異動方針細部事項の『２ 転任・転補について（９）』に「特に、７年以上の者については、積極的に異動を行う」とありますが、７年以上同一校に在籍する方はどれくらいいますか。
（岩間学校教育部次長）
　　４２名です。
（寺本委員）
　　若手の教員が同一校に長く在籍することはありますか。
（岩間学校教育部次長）

　　新任から５年をめどに異動としていますので、基本的にはありません。
（吉本委員）
　　パワーハラスメントが理由で異動を希望するという事例はありますか。

（岩間学校教育部次長）

　　そのような事例はありません。
（寺本委員）

　　パワーハラスメントに関連して、新任や転任で３年以内に異動希望が出ている場合は、事情を聞く機会が持たれても良いかなと感じます。
（内藤教育長）
　　現在、所沢市の学校で副校長を置いている学校はありませんが、条文に「副校長」という文言が載っています。この必要性はありますか。

（岩間学校教育部次長）

　　県の方針に沿っているという点と、現時点で当市は副校長を置いていませんが、来年度の方針を定める上で、将来の可能性を勘案して掲載しています。

（中川委員）
　　異動年数と人事評価に関連性はありますか。
（岩間学校教育部次長）

　　ありません。

（清水委員）
　　社員が作った文書から、表立っては見えないサインを、AIを使って見つけて、社員が抱えている課題を吸い上げるということを行っている会社があり、そういうシステムを開発してビジネスにしている会社もあるようです。このようなシステムは、人事に関することや学校のいじめ予防に活用できるのではないかと思います。
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

●議案第２２号　平成２９年度所沢市教育功労者の表彰について
資料に則り、千葉教育総務課長から以下のとおり説明がなされた。
《削　除》
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。
８　協議事項　なし
９　報告事項
○所沢市教育委員会後援等名義使用許可について（教育総務課）
○所沢市教育委員会の９月から１２月までの主な行事予定について
(教育総務課)
○臨時代理の報告（非公開での報告）
県費負担教職員の人事に関する内申について（学校教育部）
《削　除》
１０　その他
・市内中学校生徒の踏切事故について（非公開での報告）
《削　除》
　　
・教育委員会会議１０月定例会：１０月２７日（金）午後１時　　　　　　　　　　　　　

所沢市役所６階　６０２会議室
・教育委員会会議１１月定例会：１１月２１日（火）午後３時３０分
教育センター第１研修室
・平成２９年度所沢市教育功労者表彰式：１１月２１日（火）午後１時３０分　　　　　　　　　　　　　

 　　　 教育センターセミナーホール

１１　閉　会　午後３時２５分

